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《論　説》
混合複占，シュタッケルベルク・リーダーシップ
及びR&D投資 *
春　　名　　章　　二
１．はじめに
　自動車，半導体，家電製品，携帯電話サービス等を始めとして数多くの産業は寡占産業である．特に，
消費財を生産する製造業の多くは寡占である．そして産業内の企業は２社以上ではあるが，そう多く
ない企業の間で激しい数量競争が展開されている．例えば，液晶テレビ事業では日本企業は国内外の
市場で激しい競争を外国企業を加えて展開し，各企業の同事業部門は利益をほとんど確保できていな
いとも言われている．同様なことは携帯端末機器を生産する国内企業についても言える．他方，規制
で守られている携帯電話サービス企業３社は多額の利益を稼いでいる．
　寡占産業の研究では長い間，利潤最大化を目標とする（起業家的）企業によって構成される純粋寡
占をその対象としてきた．長年に亘る研究によって寡占企業並びに寡占産業に関する数多くの知見が
蓄積されてきた．これに対して，厚生（総余剰）の最大化を目標とする公企業と起業家的企業からな
る混合寡占に関する理論研究の歴史は比較的短く，その嚆矢となる論文がDe Fraja and Delbono（1989）
である．この論文以降，混合寡占のパフォーマンス及び公企業の民営化（私企業への転換）の規制緩
和効果が幅広く分析されてきた．特に，1980年代に主要国で進められた国営企業の民営化と規制緩和
（・廃止）の動き（政策）に歩調を合わせるように，混合寡占から純粋寡占へと産業の構造転換がも
たらす経済効果の探求に数多くの研究者を向かわせた．これ迄行なわれた混合寡占に関する理論分析
としては，例えば，De Fraja and Delbono（1990），Fjell and Pal（1996），Pal（1998），Matsumura（2003），
Gil-Molto, Poyago, and Zikos（2011），Haruna and Goel（2014a，b）等がある．他方，寡占産業における
企業の民営化及び補助金政策等に関する分析にはPal（1998），Fjell and Heywood（2004），Tomaru and 
Saito（2010），Gil-Molto, Poyago, and Zikos（2011），Matsumura and Tomaru（2012）等がある．同時に，
混合寡占の実証分析も進められてきた（例えば，Boardman and Vining（1989））．
　経済には混合寡占産業の例が意外に多く存在する．特に，開発途上国及び先進国では混合寡占が公
益事業及びインフラ部門を中心に多く存在する．国内のテレビ放送事業では国営企業のNHKと民間
放送会社による混合寡占が成立している．東京都では，公企業である東京地下鉄株式会社（東京メトロ）
と帝都高速度交通営団（営団地下鉄）及び私鉄が近距離輸送事業を互いに展開している．全国的には
公立病院と私立病院が医療サービスを同一地域の住民に対して供給しており，これも混合寡占の例で
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ある．これ以外では，日本たばこ産業が民営化される以前は同企業が国内で煙草製造を独占的に行な
い，国内の煙草市場では海外の企業と販売競争を展開していた．他に，国営事業として始まり，現在
に至った日本郵政㈱は未だ国営企業であると共に，持株会社の子会社である，㈱ゆうちょ銀行と㈱か
んぽ生命保険は他の民間銀行や民間生命保険会社とそれぞれ金融市場及び保険市場で競争を展開して
いる．航空輸送事業では，現在でも国営企業と海外の民間企業が国内から海外へまたは海外から国内
への国際的旅客輸送競争を展開する例が途上国を中心に数多く見受けられる．
　混合寡占分析では，財市場でクールノー・タイプの数量競争を展開する企業を対象に考察が行なわ
れていたが，近年はその分析が更に拡張された．例えば，幾つかの論文ではシュタッケルベルグ・モ
デルへの分析の拡張が図られた．そのような拡張論文には，例えば Pal（1998），Fjell and Heywood（2002，
2004），Matsumura（2003），Zikos（2007），Tomaru and Saito（2010）及びMatsumura and Tomaru（2012）
が在る．これらの分析では公企業がリーダーとして，そして私企業がフォロワーとして行動するとき
の市場パフォーマンスが考察され，更にクールノー競争下でのそのパフォーマンスとの比較分析が行
なわれている．加えて，公企業と私企業がリーダーとフォロワーの役割を交換する場合も分析され，
産出量決定に関する最適手番の分析が行なわれている（Poyago-Theotoky（2002），Matsumura（2003），
Tomaru and Saito（2010），Matsumura and Tomaru（2012））．
　産出量決定手番の違いがパフォーマンスに与える分析に政府の生産補助金を導入したもの（Tomaru 
and Saito（2010））は存在するが，研究開発（R&D）を導入した文献は少なくとも筆者が知る限りで
は存在しない１．そこで，私は国内公企業と外国私企業からなる混合複占が第１段階では費用削減の
ために研究開発投資を行ない，その後産出量を決定する際の企業の手番の違いが企業及び産業のパ
フォーマンスにどのような効果を与えるかを考察する２．R&D投資を分析に導入するのは，国内的に
もまた国際的にも企業活動の中でその投資を無視することは現実的でないためである．企業は新製品
の開発及び製品の改善に多くの支出と人的投入を行なっているが，既存製品に関してはその生産コス
ト削減のために弛みない努力を重ねている．そのコスト削減の多くがR&D投資によって担われてい
る３．
　本研究によって次のような結果が得られた．１）R&Dの結果に関するスピルオーバー率が小さい
ときには，クールノー数量競争下の公企業のR&D投資はそれがリーダーとして行動するときのR&D
投資よりも大きくなるが，スピルオーバー率が中程度以上のときにはクールノー競争下のR&D投資
は逆に小さくなる．これに対して，スピルオーバーがあるときには，私企業のR&D投資はそれがフォ
ロワーとして行動するときに，クールノー競争を展開するときよりも大きくなる．産出量に関する効
果ではR&D投資の結果と異なる結果が導かれる．２）スピルオーバー率が正のときには，公企業の
産出量は両企業がクールノー競争を展開するときにはパブリック・リーダーとして公企業が行動する
ときよりも大きくなる．しかし，私企業の産出量に関しては逆の結果が導かれる．この結果は純粋寡
１　産出量に関する補助金を導入した論文には他にFjell and Heywood（2002）がある．
２　手番の相違が企業及び産業のパフォーマンスに与える効果を分析した論文の中で，国内公企業と外国私企業からなる
混合複占を研究対象としているのはFjell and Heywood（2002）及びMatsumura（2003）である．
３　R&D投資は資本財投資よりも収益率が高くなることは実証分析の論文によって明らかにされている．例えば，
Griliches（1992）及びBernstein and Yan（1997）を参照．
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占の結果と明らかに異なる．３）私企業の利潤と国内厚生は最終財市場で公企業がリーダーであるシュ
タッケルベルグ均衡のときに比べてクールノー均衡のときに大きくなる．興味深いのは，私企業がシュ
タッケルベルグ・フォロワーとして行動するときにはクールノー競争を展開するときよりも多くの利
益を私企業にもたらすことである．パブリック・リーダーシップが双方に利得をもたらすことは純粋
寡占の場合と明らかに異なる．R&D投資成果のスピルオーバーがゼロのとき，外国私企業が市場か
ら退出するかどうかは企業の競争の在り方から独立である．
　本論文は１節を除き，以下のように構成されている．２節では，モデルの紹介を行ない．その上で
国内公企業と外国私企業がクールノー競争を展開するときと国内公企業がリーダーとして行動すると
きのパフォーマンスを導く．３節では，両均衡下で導かれたパフォーマンスの比較を行なう．最終的
に，４節は結びに充てられる．
２．モデル，クールノー均衡及びシュタッケルベルグ均衡
　ある同質財を国内市場に供給する産業に２つの企業が存在する．１つは国内の公企業で，もう１つ
は外国の私企業である．国内公企業は国内の厚生（総余剰）を最大にするようにその産出量を選択す
る．他方，外国私企業は自らの利潤を最大にするようにその産出量を選択する．特に，その生産物は
公企業が存在する国内市場にすべて輸出されるものと仮定する．したがって，この最終財市場は混合
複占である．最終財市場の逆需要関数を ， ， ，とする４．なお，  は国内公
企業の産出量，そして  は外国私企業の産出量を表わす．下付きの記号  は国内公企業を，そして
記号  は外国私企業を表す．両企業は同一の費用関数を有するものとする．総費用は可変費と固定
費からなり，産出量の２次関数， ， ，，であると仮定する．すると，生産に
関する両企業の限界費用は  となる．これは産出量の増加関数である．なお，  は固定
費である．更に，  を仮定する．この仮定は生産物市場における両企業の存立を保証するため
である．産出量の決定では，両企業は最終財市場においてクールノー競争を同時手番で展開するか，
またはシュタッケルベルグ・リーダー，あるいはそのフォロワーとなる．
　両企業は生産費を削減するために，研究開発（R&D）を行なうものと仮定する．企業は研究開発
への投資を行なうことによって生産費，特に限界費用，を削減することができる５．研究開発投資に
よって各企業は限界費用を削減することができるが，その投資の成果を完全に専有することはできな
いものと仮定する．つまりR&D投資は社会全体に外部経済を引き起す．現実に，先進国の先端企業
４　混合寡占の分析では，このように単純な逆需要関数を用いている．例えば，Fjell and Heywood（2002，2004），Zikos（2007），
Gil-Molto et al.（2011）及びMatsumura and Tomaru（2012）では，同様な逆需要関数が使用されている．分析上の有用性
がこのタイプの需要関数の使用が広がる要因である．これに対して，Matsumura（2003）及びTomaru and Saito（2010）
では一般的な非線形需要関数が用いられている．
５　日本，米国及びEUの国々の研究費の対GDP比率は２％から３％台の間にある．総務省統計局の「平成25年　科学技
術研究調査結果」に依ると，平成24年度の国内企業の研究費は12兆1700億円である．特に，資本金100億円以上の企業
の研究費は全体の74％占めている．製造業の研究費は全体の88％に上る．製造業の中で，輸送用機械器具製造業の研究
費が第１位，情報通信機械器具製造業がその次に位置する．更に，対売上高比率では医薬品製造業が11％，そして業務
用機械器具製造業が8.63％でそれに次ぐ．
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は費用を削減するために多額の投資を行ない，費用削減を達成しているが，費用削減のための技術・
知識や生産・経営ノウハウは，同一産業内のライバルまたは他国に市場取引を経由すること無く，流
出する．流出の形態には製品のリバース・エンジニアリング，技術者・研究者の移動，特許情報，産
業スパイ，研究会での発表，工場の海外移転，合弁事業等がある．これらによって技術水準が劣って
いた企業が急速に先進的な技術を獲得することがある６．R&D投資は産出量の決定に先立ち行なわれ
るものとする．公企業は厚生を最大にするように，そして私企業はその利潤を最大にするように，そ
れぞれの投資を決定する．しかも，両企業は同時に投資決定を行なう．
　R&D投資を組込むとき，各企業の費用関数は次のように表わされる．
　　
　なお，  は企業 ，  の費用削減額を，そして  はその削減を達成するために必要とされる
投資額を示している．ところで，  を仮定する．これは内点解を想定するための仮定である．
加えて， ， ， はR&D投資成果の外部への流出（スピルオーバー）率である７．  のときは，
企業は投資成果を完全に専有でき，  のときは，それがすべて他企業に流出することを意味する．
複数の企業が共同で研究組織（共同体）を形成するときにはスピルオーバー率は１になる．スピルオー
バー率が非ゼロであるときには，ある企業は他企業のR&D投資の一部またはすべてにただ乗りでき
ることになる．かくして，R&D投資を組込んだ費用関数の下では両企業の産出量に関する限界費用
は  となる．以下では，単純化のために固定費をゼロとする．
この仮定によって分析結果が左右されることはない．
　逆需要関数及び費用関数より国内公企業の利潤は
　　
で表される．他方，外国私企業の利潤は
６　Haruna, Jinji, and Zhang（2010）に依ると，韓国，台湾，中国，インド等のアジアの国々の企業は日本，米国，EU等
の先進国から数多くの生産技術（知識）・経営ノウハウ等を長年に亘り獲得してきた．これによって産業競争力が強化
された．他方，新日本製鐵が長年に亘り開発と改良を重ねてきた，高品質の方向性電磁鋼板の量産技術が元社員によっ
て韓国鉄鋼メーカー・ポスコに不正にもたらされたと言われ，現在日本でその不法性を問う裁判が行なわれている．同
様な事例として，東芝の業務提携先の半導体メーカーの技術者が韓国半導体メーカー・ハイニックスに再就職する際に
退職前のメーカーの機密データを持込んだとされる例がある．更に，日本の電機・機械産業内の企業（例えば，パナソニッ
ク，ソニー，シャープ，日立製作所，キャノン，三洋電機等）のリストラによって退職した社員の多くが韓国や中国の
電機・機械産業メーカーに再就職し，これによってかなりの技術・知識の国外流出が起こり，逆に国内メーカーの競争
力に打撃を与えたことは周知の事実である．更に，韓国のサムソン，現代自動車及びポスコに転職した日本人技術者に
よって開発された特許の数はかなりに上る（『週刊ダイヤモンド』2014年８月30日，pp. 48−49）
７　 スピルオーバーに関する実証研究としては，Jaffe（1986），Griliches（1992），Bernstein and Yan（1997），Keller（2004）， 
Block（2013），Bloom et al.（2013）等がある．更に，スピルオーバーの存在がR&D投資の社会的収益率を高めることも
実証されている．これはR&D投資による外部経済効果が大きいことを示している．
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は費用を削減するために多額の投資を行ない，費用削減を達成しているが，費用削減のための技術・
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ることになる．かくして，R&D投資を組込んだ費用関数の下では両企業の産出量に関する限界費用
は  となる．以下では，単純化のために固定費をゼロとする．
この仮定によって分析結果が左右されることはない．
　逆需要関数及び費用関数より国内公企業の利潤は
　　
で表される．他方，外国私企業の利潤は
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様な事例として，東芝の業務提携先の半導体メーカーの技術者が韓国半導体メーカー・ハイニックスに再就職する際に
退職前のメーカーの機密データを持込んだとされる例がある．更に，日本の電機・機械産業内の企業（例えば，パナソニッ
ク，ソニー，シャープ，日立製作所，キャノン，三洋電機等）のリストラによって退職した社員の多くが韓国や中国の
電機・機械産業メーカーに再就職し，これによってかなりの技術・知識の国外流出が起こり，逆に国内メーカーの競争
力に打撃を与えたことは周知の事実である．更に，韓国のサムソン，現代自動車及びポスコに転職した日本人技術者に
よって開発された特許の数はかなりに上る（『週刊ダイヤモンド』2014年８月30日，pp. 48−49）
７　 スピルオーバーに関する実証研究としては，Jaffe（1986），Griliches（1992），Bernstein and Yan（1997），Keller（2004）， 
Block（2013），Bloom et al.（2013）等がある．更に，スピルオーバーの存在がR&D投資の社会的収益率を高めることも
実証されている．これはR&D投資による外部経済効果が大きいことを示している．
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で表わされる．消費者余剰と国内公企業の利潤（生産者余剰）からなる国内の厚生は
　　
である．
2.1　クールノー競争
　まず，第１段階では国内公企業と外国私企業が同時的にR&D投資を決定し，第２段階では両企業
が国内市場でクールノー競争を展開する場合を取り上げる．すると，第２段階での産出量に関する公
企業と私企業の最大化条件よりクールノー均衡での双方の産出量は
　　 　及び　
となる．公企業の産出量は私企業の産出量から独立に決定されるが，私企業の産出量は公企業のそれ
に依存することが導かれる．つまり公企業の反応曲線は関連する軸に垂直であるが，私企業のそれは
右下がりとなる．
　第１段階のR&D投資に関する最大化条件より両企業のサブゲーム・パーフェクト・クールノ ・ーナッ
シュ均衡下のR&D投資はそれぞれ
　　 　及び　  （１）
となる．公企業の投資はスピルオーバー率の凸関数である．スピルオーバーの上昇につれて最初その
投資は減少するが，その後増加に転じる．私企業の投資はその凹でしかも増加関数となる．スピルオー
バーが小さい領域で公企業のR&D投資が減少するのは，私企業の参入によって公企業の生産の限界
収入及び投資の限界収入が低下するためである．これに対し，スピルオーバー率が高い領域では，私
企業のR&D投資成果にフリーライドできるために，投資の限界費用の低下が起こり，公企業の投資
が増加をはじめる．ところで，すべてのスピルオーバーに対して  が成立する．
　均衡R&D投資額をクールノー均衡での産出量に代入すると，両企業の均衡産出量はそれぞれ
　　 　及び　  （２）
となる．公企業の産出量とスピルオーバーの関係はR&D投資とスピルオーバーの関係に等しい．公
企業の産出量はスピルオーバー率の凸関数である．ゼロのスピルオーバーのときに，私企業の産出量
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はゼロとなる．つまりR&D投資成果の流出が無いときには，私企業は市場への参入を行なわない８．
私企業が市場参入を行なうと，スピルオーバー率が小さいときには，公企業の産出量が減少する．あ
るスピルオーバー率を超えると，私企業の投資に対する公企業のフリーライド効果が大きくなるため
に，限界費用  が低下し，その産出量を増加させる．私企業の産出量はスピルオーバーの増加
関数である．すべてのスピルオーバー率に対して  が成立する．同様の結果はR&D投資につい
ても導かれる．
　産業全体の均衡総産出量は
　　
である．総産出量はスピルオーバー率の増加関数である．公企業の産出量の一時的低下を私企業の参
入による産出量増加が補う．均衡価格は  となる．価格はスピルオーバーの減少関数とな
るために，消費者余剰はその増加関数となる．
　ところで，クールノー均衡における国内公企業と外国私企業の限界費用は以上の結果よりそれぞれ
次のように表される．
　　
　　
この結果よりR&Dのスピルオーバーが存在するときには，公企業の限界費用は私企業の限界費用よ
りも高くなる  が，スピルオーバーが無いときには，公企業の限界費用は  にな
る．これに対し，R&D投資が無い場合の限界費用は  となる．ただ，ゼロのスピルオー
バーでは外国私企業は市場に参入せず，市場は公企業独占となる．均衡価格と限界費用の比較を両企
業に対して行なうならば，スピルオーバーが正のときには，
　　 　及び　
が導かれる．上式の右辺の分母は  である．スピルオーバーがゼロのと
きには，公企業の限界費用は価格に等しくなるけれども，スピルオーバーが存在するときには，公企
業の限界費用は均衡価格を上回り，私企業のそれは均衡価格を下回る．公企業では市場支配力が負と
なるが，私企業ではそれは正となる．なお，ゼロのスピルオーバーでは，  が成立する．
８　混合寡占における各企業の限界費用が産出量に対して一定である場合には，私企業は市場から退出を余儀なくされる
ことは伝統的に良く知られた結果である．例えば，Pal（1998）を参照．産出量に関する端点解の問題を解消するために，
これまで非線形の費用関数が仮定されてきた．しかし，Haruna and Goel（2014b）は，R&D投資を組込むと，一定の限
界費用の場合と同様に端点解の問題が生じることを明らかにした．これに対して，Gil-Molto et al.（2011）ではR&D投
資とR&D補助金が組込まれているが，必ずしも端点解の問題は指摘されていない．
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はゼロとなる．つまりR&D投資成果の流出が無いときには，私企業は市場への参入を行なわない８．
私企業が市場参入を行なうと，スピルオーバー率が小さいときには，公企業の産出量が減少する．あ
るスピルオーバー率を超えると，私企業の投資に対する公企業のフリーライド効果が大きくなるため
に，限界費用  が低下し，その産出量を増加させる．私企業の産出量はスピルオーバーの増加
関数である．すべてのスピルオーバー率に対して  が成立する．同様の結果はR&D投資につい
ても導かれる．
　産業全体の均衡総産出量は
　　
である．総産出量はスピルオーバー率の増加関数である．公企業の産出量の一時的低下を私企業の参
入による産出量増加が補う．均衡価格は  となる．価格はスピルオーバーの減少関数とな
るために，消費者余剰はその増加関数となる．
　ところで，クールノー均衡における国内公企業と外国私企業の限界費用は以上の結果よりそれぞれ
次のように表される．
　　
　　
この結果よりR&Dのスピルオーバーが存在するときには，公企業の限界費用は私企業の限界費用よ
りも高くなる  が，スピルオーバーが無いときには，公企業の限界費用は  にな
る．これに対し，R&D投資が無い場合の限界費用は  となる．ただ，ゼロのスピルオー
バーでは外国私企業は市場に参入せず，市場は公企業独占となる．均衡価格と限界費用の比較を両企
業に対して行なうならば，スピルオーバーが正のときには，
　　 　及び　
が導かれる．上式の右辺の分母は  である．スピルオーバーがゼロのと
きには，公企業の限界費用は価格に等しくなるけれども，スピルオーバーが存在するときには，公企
業の限界費用は均衡価格を上回り，私企業のそれは均衡価格を下回る．公企業では市場支配力が負と
なるが，私企業ではそれは正となる．なお，ゼロのスピルオーバーでは，  が成立する．
８　混合寡占における各企業の限界費用が産出量に対して一定である場合には，私企業は市場から退出を余儀なくされる
ことは伝統的に良く知られた結果である．例えば，Pal（1998）を参照．産出量に関する端点解の問題を解消するために，
これまで非線形の費用関数が仮定されてきた．しかし，Haruna and Goel（2014b）は，R&D投資を組込むと，一定の限
界費用の場合と同様に端点解の問題が生じることを明らかにした．これに対して，Gil-Molto et al.（2011）ではR&D投
資とR&D補助金が組込まれているが，必ずしも端点解の問題は指摘されていない．
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公企業は価格と限界費用が等しくなるところで産出量を選択することを示している．しかし，先に示
した結果によると，明らかに公企業の産出量決定は限界費用価格形成とは最終的に異なる．ところで，
スピルオーバーの上昇と共に，その差は拡大する．スピルオーバーが存在するときには，均衡価格と
限界費用の間に関係  が成り立つ．
　均衡下の私企業の利潤と国内厚生は
　　  （３）
　　  （４）
となる．利潤と厚生は共にスピルオーバー率の増加関数である．やはり，スピルオーバーによって
R&D投資結果を両企業がそれぞれ競争相手から無償で使用できるために，その投資の社会的有効性
が向上することをこの結果は示している．
　クールノー競争を最終財市場で展開する２段階ゲームのサブゲーム・パーフェクト・ナッシュ均衡
（SPNE）は  で与えられる．
2.2　シュタッケルベルグ競争−パブリック・リーダーシップ−
　これまでは混合複占企業が最終財市場でクールノー数量競争を展開するときのパフォーマンスを見
てきた．ここでは，その財市場で国内公企業がリーダー（先手）として行動し，外国私企業がフォ
ロワー（後手）として行動するときのパフォーマンスを考察する₉．つまり公企業が第２段階で産出量
を，そして私企業は公企業の産出量選択を観察した後，第３段階でその産出量を選択する．第１段階
のR&D投資決定には変化が無い．かくして，ここでのモデルは混合複占の３段階ゲームモデルとな
る10．
　国内公企業の産出量を観察した上で，外国私企業が産出量決定を行なうときの最大化条件は次式と
なる．
　　  （５）
　公企業の最大化条件は，（５）を考慮すると，次のようになる．
９　 最終財市場において外国私企業がリーダー，国内公企業がフォロワーとして行動するときの均衡は両企業がクール
ノー競争を展開するときの均衡に一致する．したがって，プライベート・リーダーシップのシュタッケルベルグ均衡は
クールノー均衡に等しい結果を生み出す．この結果は純粋複占モデルでの結果とは明らかに異なる．
10　シュタッケルベルグ均衡を分析するモデルの中で混合複占モデルはMatsumura（2003），Zikos（2007）及びTomaru 
and Saito（2010）で使用されている．これに対して，Fjell and Heywood（2004），Pal（1998）及びMatsumura and Tomaru
（2012）では国内私企業の数は  となっている．Fjell and Heywood（2002）では，更に外国私企業  を仮定して
いる．
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　　  （６）
　公企業といえども，私企業の産出量を無視してその産出量を選択することはできない．これは明ら
かにクールノー競争における結果とは異なることを示している．つまり公企業の反応曲線はクール
ノー競争下の反応曲線と異なり，私企業の産出量の影響を受け，右下がりとなる．最大化条件（５）
と（６）より公企業と私企業のシュタッケルベルグ均衡での産出量はそれぞれ
　　 　及び　  （７）
である．上付きの  は最終財市場でシュタッケルベルグ・リーダーであること，そして  はシュタッ
ケルベルグ・フォロワーであることを示す．R&D投資が無い場合，公企業がリーダーとしてライバ
ルと競争を展開するときの産出量はクールノー競争を展開するときの産出量を下回る．また私企業で
は逆の結果が得られる．この結果は純粋複占での結果と明らかに異なる．R&D投資の産出量への効
果を比較すると，次のことが言える．公企業のR&D投資がそれ自身の産出量に与える効果がクール
ノー競争下で行動するときとリーダーとして行動するときのいずれが大きいのかはスピルオーバー率
の大きさに依存する．スピルオーバー率が0.5未満のときには，クールノー競争のときの効果がより
大きくなるが，その率が0.5を超えるときには逆の結果が成り立つ．私企業のR&D投資が公企業の産
出量に与える効果は任意のスピルオーバー率に対してクールノー競争を展開するときの効果よりも大
きくなる．R&D投資の私企業の産出量への効果は次のようになる．公企業のR&D投資の私企業の産
出量への効果では，クールノー競争を展開しているときとフォロワーとして行動しているときを比べ
るとき，その効果の大小はスピルオーバー率に依存する．スピルオーバー率が小さい（大きい）とき
には，そのR&D投資の私企業の産出量への効果はフォロワーとして行動するときに小さく（大きく）
なる．公企業の産出量への効果と反対の結果が導かれる．私企業のR&D投資のそれ自身の産出量へ
の効果は任意のスピルオーバー率に対してフォロワーとして行動するときにより大きくなる．
　（５）と（６）を利用すると，私企業の利潤と厚生はそれぞれ
　　 　及び　  （８）
で表わされる．
　第１段階のR&D投資決定に移る．この決定は，それぞれの目的関数の値を最大化するように，同
時的に行なわれる．公企業と私企業にとって第１段階の最大化条件は（８）よりそれぞれ下式で表さ
れる．
　　 　及び　  （９）
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である．上付きの  は最終財市場でシュタッケルベルグ・リーダーであること，そして  はシュタッ
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　　 　及び　  （８）
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　第１段階のR&D投資決定に移る．この決定は，それぞれの目的関数の値を最大化するように，同
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れる．
　　 　及び　  （９）
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　（７）を用いて最大化条件を整理すると，各企業がシュタッケルベルグ競争を展開するときのR&D
投資決定のための最適条件として
　　
　　
が導かれる．上記の最初の式は公企業のものである．両条件を解くことによって両企業の最適R&D
投資
　　 　及び　  （10）
が得られる．なお，上付きの  は両企業が財市場でシュタッケルベルグ競争を展開することを表し
ている．公企業のR&D投資はスピルオーバー率の凸関数である．スピルオーバーがゼロのときには，
公企業のR&D投資は  となる．スピルオーバー率がゼロから上昇する場合，このR&D投資
は  までは低下するが，この率を超えると，逆に増加に転じる．R&D投資の一時的な低下は
ライバルの市場参入によって引き起こされるものである．通常は，スピルオーバーの上昇はR&D投
資の限界収入の増加を招くために，投資の増加を招く．しかし，スピルオーバーがゼロから正になる
と同時に，外国私企業が市場参入する結果，投資の限界収入の低下が起こるために，投資が減少する．
スピルオーバー率がある程度大きくなると，ライバルの市場参入による限界収入の減少を超える限界
収入の増加がスピルオーバーによる外部効果を起こすために，R&D投資が増加する．他方，私企業
のR&D投資はスピルオーバーに関する凹の増加関数である．興味深いのは，スピルオーバーがゼロ
のときには，私企業は投資を行なわないことである．またリーダーのR&D投資額はフォロワーのそ
れを任意のスピルオーバー率に対して上回る．その差はスピルオーバーの上昇に応じて縮小し，途中
で拡大に転じる．
　産出量を求める．R&D投資結果（10）を（７）に代入整理することによってリーダーである公企
業とフォロワーである私企業の均衡産出量は
　　 　及び　  （11）
となる．リーダーである公企業の産出量とスピルオーバーの関係はR&D投資のそれと同じである．
つまり公企業の産出量は，ライバルの参入の結果，スピルオーバーがゼロから上昇するときに，最初
減少する．しかし，あるスピルオーバー率以上のものに対して，スピルオーバーと同様に上昇するこ
とになる．ところで，非ゼロのスピルオーバーに対して  が成り立つ．スピルオーバー率の
上昇と共に，その差は縮小する．興味深いのはフォロワーである私企業は，スピルオーバーがゼロ
のときには，市場から退出することである．したがって，このとき市場は国内私企業の独占となる．
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このために，既に示したように，同企業のR&D投資はゼロのスピルオーバー下ではゼロとなる11．Pal
（1998）は国内公企業が最終財市場でリーダー，そして国内私企業がフォロワーであるとき，SPNEが
存在することを示している12．ただ，この結果は国内私企業数が２以下のときに成立する．その数が
３以上の場合にはSPNEは維持されないことが彼によって示されている．
　産業全体の均衡総産出量は
　　
となる．総産出量はスピルオーバー率の凸の増加関数である．リーダーである公企業の産出量は，ス
ピルオーバー率が小さいときには，一時的に低下するけれども，総産出量の一時的低下は起こらない．
これはフォロワーとして外国私企業が市場参入し，産出量を増加させるためである．結果としてスピ
ルオーバーの上昇は価格を低下させる結果，消費者余剰の増加を招く．
　まず，各企業の均衡下における限界費用  と  を求める．すると，公企業の限界費用は
次のようになる．
　　
　なお，  である．他方，私企業の限界費用は
　　
である．双方の限界費用は共にスピルオーバー率の減少関数となる．そして非ゼロのスピルオーバー
に対して公企業の限界費用の方が私企業の限界費用よりも大きくなる  ．これは公企
業の産出量が私企業のそれをすべてのスピルオーバーに対して上回るためである．他方，スピルオー
バーがゼロのときには，  となる．両企業の限界費用が等しくなるために，外国私企
業の市場退出が起こるものと考えられる．この結果はクールノー均衡での結果と同じである．
　これらの結果からシュタッケルベルグ均衡下の価格と限界費用の関係では
　　 　及び　
が導かれる．スピルオーバーが無いときには，リーダーである公企業の限界費用と価格は等しくなる
11　スピルオーバーがゼロのときに，私企業が最終財市場から退出することが起こる主要な要因を費用関数の形状に求め
られるかもしれない．ただ，たとえ同じ費用関数であってもR&D投資が無い場合には端点解の問題は生じない．これ
に対しては Fjell and Heywood（2002，2004）及びGil-Molto et al.（2011）を参照．
12　Pal（1998）では，企業はR&D投資を行なわないし，政府は企業に生産補助金を支給しない．本論文及びPal で導かれ
た異常な結果は費用関数の形状に起因するかもしれない．Tomaru and Saito（2010）は生産補助金の導入と一般的な費
用関数を用いてPalの結果が成立しないことを証明している．
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けれども，それが存在するときには限界費用の方が価格よりも大きくなる．公企業では市場支配力が
負となり，逆に私企業では正となることを示している．しかも，スピルオーバー率の上昇は双方の格
差を更に拡大させる．なお，スピルオーバーが存在するときの結果はR&D投資を含まないモデルで
の結果，Fjell and Heywood（2002）の命題２，と同じであるが，スピルオーバーが無いモデルの結果
は明らかにそれと異なる．他方，フォロワーである外国私企業では公企業と逆の関係が価格と限界費
用に関して得られる．更に，価格と限界費用の間には関係  が成立する．これはクー
ルノー均衡下と同じことが成立することを示している．
　シュタッケルベルグ均衡下のフォロワーの利潤とリーダーが最大化する厚生は（10）と（11）より
次のように表される．
　　
　　
　私企業の利潤と厚生は共にスピルオーバー率の凸の増加関数である．スピルオーバーが無いときに
は，公企業の市場独占が成立し，厚生は  となる．投資結果に関するスピルオーバー
が存在しない特殊な状況では，外国私企業は市場参入をせず，R&D投資を行なわない．これは伝統
的な結果（例えば，Pal（1998））と明らかに異なる．このような結果は既にHaruna and Goel（2014b）
で指摘されている．ただ，その指摘は企業が最終財市場でクールノー競争を展開するときの指摘であ
る．
　シュタッケルベルグの産出量決定を組込んだ，３段階モデルのSPNEは  で与え
られる．
３．均衡の比較分析
　本節では，混合寡占の特性を解明するために，R&D投資を企業が行なうとき，最終財市場で成立
するシュタッケルベルグ均衡とクールノー均衡の相違に焦点を当てる．その市場での競争の在り方の
違いがR&D投資，企業の産出量，私企業の利潤及び厚生にどのような相違をもたらすのかを検討する．
　まず，クールノー均衡とシュタッケルベルグ均衡におけるR&D投資と産出量の比較を行なう．す
ると，国内公企業の２つの均衡R&D投資では，ⅰ）  では， ，ⅱ）  では，
，そしてⅲ）  では， ，という結果が得られる．公企業のR&D投資がクー
ルノー競争下とパブリック・リーダーシップ下のいずれの競争下で大きくなるかはスピルオーバー率
に依存する．スピルオーバーがかなり小さいときにはクールノー競争下の投資が上回る．他方，それ
が小さくないときには，逆の結果が得られる．しかも，その差はスピルオーバーと共に拡大し，  
で最大となる．次に，外国私企業のR&D投資の比較を行なうとき，ⅰ）  では，  ，そ
してⅱ）  では，  との結果が導かれる．私企業がクールノー競争を展開しようが，フォ
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ロワーとして行動しようが，スピルオーバーがゼロのときには，市場に参入しないので，そのR&D
投資はゼロとなる．しかし，スピルオーバーが存在する限りは私企業が公企業とクールノー競争を展
開するときに比べてフォロワーとして行動するときにその投資額がより大きくなり，しかもスピル
オーバー率の上昇にしたがってその差が拡大する．
　図１は両SPNEにおける企業のR&D投資とスピルオーバー率の関係を示している．図１の（a）と（b）
の破線は最終財市場で国内公企業と外国私企業がクールノー競争を展開するときの投資の動き，そし
て実線は公企業がリーダー，そして私企業がフォロワーとして行動するときの投資の動きを示してい
る．特に，公企業のR&D投資の比較はスピルオーバー率の限られた領域  に対して行なわ
れている．なお，両曲線は  の係数値（  の関数）を図示したものである（以下同じ）．図１の
（a）では，スピルオーバーの変化に対して公企業のR&D投資はシュタッケルベルグ競争においてよ
り大きく変動することを示している．
　クールノー均衡とシュタッケルベルグ均衡における公企業の産出量比較を行なう．スピルオーバー
が無いときには，クールノー均衡下とシュタッケルベルグ均衡下の公企業の産出量は等しいが，スピ
図２　産出量の変化
（a）国内公企業 （b）外国私企業
qd qf
図１　R&D投資の変化
（a）国内公企業
Xd
（b）外国私企業
Xf
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ルオーバーが存在するときには，クールノー均衡での産出量の方が大きく  ，その差はスピ
ルオーバー率の上昇にしたがって拡大する．リーダーの立場を取ることができる公企業は無理をし
て生産の拡大に走る必要がなくなるために，産出量を減少させるものと考えられる．これに対して，
外国私企業の産出量は，スピルオーバーが存在するときには，フォロワーのときの方が大きくなり 
 ，スピルオーバー率の上昇に伴ってその差は拡大する．これらの結果は明らかに純粋複占
の下で導かれる結果と異なる．リーダーとして公企業が産出量を選択する場合にはクールノー競争の
場合に比べて産出量が減少するために，私企業の産出量が増加することになる．
　図２は両SPNEにおける企業の産出量とスピルオーバー率の関係を示している．図中の破線は最終
財市場で両企業がクールノー競争を展開するときの産出量の動き，そして実線は公企業がパブリック・
リーダーシップを有するときの産出量の動きを示している．図２の（a）と（b）はそれぞれ公企業
と私企業の産出量の動きに対応する．
　次に，産業全体の総産出量はどうであろうか？スピルオーバーが存在しないときには，両均衡下の
総産出量は等しくなる．スピルオーバー率の上昇に伴ってクールノー均衡とシュタッケルベルグ均衡
との産出量の差  は拡大するが，  の値の辺りを境にその差はそれ以降逆に縮小す
る．そして  以上では双方に逆の大小関係  が成立する．この結果が導かれる
のはシュタッケルベルグ均衡での私企業の産出量が，スピルオーバー率が１の値に近づくにつれて，
より増加するためである．このことから  のときには，パブリック・リーダーのシュッ
タケルベルグ均衡下ではクールノー均衡下よりも消費者余剰が小さくなり，  では逆の
関係が成立することが導かれる．
　以上の結果よりR&D投資と産出量に関して次の命題が成立する．
命題１．最終財市場で国内公企業と外国私企業がクールノー競争を展開するときと公企業がリーダー
として行動し，私企業がフォロワーとして行動するときを想定しよう．最終財市場でクールノー競争
とシュタッケルベルグ競争を行なうSPNE下の私企業と公企業のR&D投資と産出量について以下のこ
とが言える．
　１ ．ⅰ）R&D投資に関するスピルオーバーがゼロのときには，公企業のR&D投資は均衡下では 
 が成立する．ⅱ）そのスピルオーバーが  のときには，  が成立する．
ⅲ）そのスピルオーバーが  のときには，  が成立する．
　２ ．ⅰ）R&D投資に関するスピルオーバーがゼロのときには，私企業のR&D投資は共にゼロ， 
，となる．ⅱ）そのスピルオーバーが正のときには，  が成立する．
　３ ．ⅰ）R&D投資に関するスピルオーバーがゼロのときには，公企業の産出量は  となる．
ⅱ）そのスピルオーバーが正のときには，  が成立する．
　４ ． ⅰ）R&D投資に関するスピルオーバーがゼロのときには，私企業の産出量は共にゼロとなる．
ⅱ）そのスピルオーバーが正のときには，  が成立する．
　命題１の結果１．ⅰ）と３．ⅱ）から興味深いことが分かる．それは，パブリック・リーダーシップ
下のSPNEでは，広範囲のスピルオーバー率に亘り，R&D投資効率が大きく低下することである．こ
の要因はやはり同リーダーシップの存在に求められる．
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　両体制の均衡下での限界費用を比較すると，  及び  が導かれる．両企業
の限界費用は共にクールノー均衡よりもシュタッケルベルグ均衡で大きくなる．なお，等号はスピル
オーバーが無いときに成立する．次に，均衡価格と限界費用の差を両企業間ごとに比べると，正のス
ピルオーバーに対して  と  の関係が導かれる．公企業
にとってクールノー均衡のときよりもシュタッケルベルグ均衡のときに双方の差が縮小するが，私企
業ではその差が逆に拡大することを示している．技術情報（・知識）や経営ノウハウの外部流出が無
いとき  には，  が成立する．
　最後に，両均衡下での利潤と厚生の比較を行なう．まず，企業間にスピルオーバーが存在すると
きには，クールノー均衡とシュタッケルベルグ均衡のフォロワー下での外国私企業の利潤に関して 
 の関係が成立する．シュタッケルベルグ・フォロワーとして私企業が行動するときに同企業
はより大きな利潤を獲得することができる．フォロワーのときに利潤が拡大する理由として２つ考え
られる．１つは，先に示したように，フォロワーのときには私企業の産出量がより大きくなることで
ある．加えて，価格と限界費用の差が大きくなることである．この結果は，R&D投資をモデルに組
込んでいない，Matsumura（2003）の結果，補助定理１のⅲ），と同じである1₃．ただ，細かな点にお
いて彼と私の結果は異なる．細かな点を除けば，R&D投資の導入が彼の結果に大きな変更を迫るも
のではない．
πf
図３　外国私企業の利潤
　図３は両SPNEにおける外国私企業の利潤とスピルオーバーの関係を示している．図中の破線は最
終財市場で企業がクールノー競争を展開するときの利潤の動き，そして実線は公企業がパブリック・
リーダーシップを有するときのその動きを示している．なお，両曲線は  の係数値（  の関数）
を図示したものである．
　R&D投資が存在するときの国内厚生の比較に移る．すると，スピルオーバーが正のときには，
 が成立する．つまりクールノー競争に両企業が関与するときに比べて，公企業がリーダー
として行動するときの方が大きな厚生を生み出すことができる．この結果はR&D投資が導入されて
13　Matsumura（2003）では非線形逆需要関数を仮定しているが，結果が同じになるのは線形逆需要関数に限定されたと
きである．
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いないときの結果，Matsumura（2003）の命題１，と同じである．ただ，双方の結果は細かな点では
異なる．例えば，  の下では，両均衡下の厚生は等しくなる ．シュタッ
ケルベルグ均衡下でより大きな厚生が得られるのは公企業の利潤がこの均衡下でより大きくなるため
であると考えられる．なぜならば，スピルオーバー率が非常に大きい場合を除き，消費者余剰はクー
ルノー競争を展開するときにより大きくなるためである．公企業がリーダーとして最初に産出量を決
定し，これを観察した後で私企業がフォロワーとして産出量を決定することが両企業にとって望まし
い選択となる．このために両企業には財市場でクールノー競争を展開するインセンティブは無く，更
に主導権争いを行なうことも無くなる．暗黙の内に，シュタッケルベルグ競争を展開し，役割を分担
することによってそれぞれが利益を得ることになる．
W
図４　国内厚生
　図４は両SPNEにおける国内厚生とスピルオーバー率の関係を示している．図中の破線は最終財市
場で両企業がクールノー競争を展開するときの厚生，そして実線は公企業がパブリック・リーダーシッ
プを有するときの厚生の動きを示している．なお，両曲線は  の係数値（  の関数）を図示し
たものである．
　以上の結果から次の命題が成立する．
命題２．最終財市場で国内公企業と外国私企業がクールノー競争を展開するときと公企業がリーダー
として，そして私企業がフォロワーとして行動（シュタッケルベルグ競争）するときを想定しよう．
すると，SPNE下の私企業の利潤と国内厚生について以下のことが言える．
　１ ．ⅰ）R&D投資に関するスピルオーバーがゼロのときには，私企業は双方の競争下では市場参
入しない．ⅱ）そのスピルオーバーが正のときには，  が成立する．
　２ ．ⅰ）R&D投資に関するスピルオーバーがゼロのときには，国内厚生は  
となる．ⅱ）そのスピルオーバーが正のときには，  が成立する．
　純粋寡占の結果から判断すると，外国私企業がフォロワーとして行動するときにより多くの利潤を
獲得することができるという意外な結果が導かれた．両企業が先を争ってリーダーとなる先陣争いは
混合複占では存在しない．また私企業がリーダーとなるときのパフォーマンスが両企業がクールノー
競争を展開するときのパフォーマンスと同じであることを考慮すると，両企業にとって最適手番は公
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企業が先手，そして私企業が後手となることである．純粋寡占の手番と混合寡占の手番が異なること
は興味深い結果である．
　興味深い結果をMatsumura（2003）は導いている．それは国内公企業の競争相手が国内私企業であ
るかそれとも外国私企業であるかによって公企業の望ましい手番が異なることである．つまり競争相
手の国籍によって公企業の望ましい戦略（パブリック・リーダーシップ，プライベート・リーダーシッ
プ）が異なることである14．Tomaru and Saito（2010）は生産補助金政策を政府が採用し，より一般的
な費用関数と逆需要関数を用いたときに得られる結果は基本的に私の結果と同じであることを示して
いる．
４．結び
　本論文では，限界費用削減のためのR&D投資を国内公企業と外国私企業が第１段階で同時に行な
い，第２段階の最終財市場で両企業がクールノー競争を展開する場合と第２段階で公企業がリーダー
シップを取る場合の２つのSPNEの比較を行なった．そして純粋寡占の下で導かれる結果と混合寡占
の下で導かれる結果には明らかに相違があることが示された．一番興味深い結果は，パブリック・リー
ダーシップによってライバルの私企業の利潤が減少するのではなく，逆に増加し，しかも国内の厚生
（社会余剰）も同様に増加することである．このため両企業の間では公企業が最終財市場ではリーダー
シップを取ることについて暗黙の合意が成り立つことが予想される．他方，プライベート・リーダー
シップのときのSPNEはクールノー競争のときのSPNEと同じパフォーマンスをもたらす．これらの結
果は私企業が最終財市場でリーダーとして先手をとることは無いことを意味する．
　クールノー競争を含むSPNEとパブリック・リーダーシップを含むSPNEでのR&D投資の大小は
R&D投資成果のスピルオーバー率の大きさに依存するが，その産出量の大小はその率に依存しない．
小さなスピルオーバー率を除き，後者のSPNEでのR&D投資は前者のSPNEでのそれよりも大きくなる
が，産出量の大小比較では逆の結果となる．つまりR&D投資効率がパブリック・リーダーシップによっ
て低下することが導かれる．この双方の逆転現象は珍しい結果である．
　パブリック・リーダーシップが存在するときにも，クールノー競争と同様に，R&D投資結果のス
ピルオーバーがまったく存在しないときには，外国私企業は最終財市場から退出することになる．企
業の限界費用が産出量に対して一定であると仮定する，先行研究の結果と同じ結果が導かれる．
　全体的に言えることは，２つのSPNEを比較するとき，R&D投資を企業が行なうときの利潤及び国
内厚生に関する結果はそれがその投資をしないときの結果と基本的に同じである．ただ，異なる結果
はスピルオーバーがゼロのときに生じる．この点についてはこれまでの研究では触れられていない．
更に，R&D投資と産出量の関係に関しては興味深い結果が導かれた．
14　Matsumura and Tomaru（2012）はMatsumura（2003）と類似の結果を導いている．
－38－
春　名　章　二188
企業が先手，そして私企業が後手となることである．純粋寡占の手番と混合寡占の手番が異なること
は興味深い結果である．
　興味深い結果をMatsumura（2003）は導いている．それは国内公企業の競争相手が国内私企業であ
るかそれとも外国私企業であるかによって公企業の望ましい手番が異なることである．つまり競争相
手の国籍によって公企業の望ましい戦略（パブリック・リーダーシップ，プライベート・リーダーシッ
プ）が異なることである14．Tomaru and Saito（2010）は生産補助金政策を政府が採用し，より一般的
な費用関数と逆需要関数を用いたときに得られる結果は基本的に私の結果と同じであることを示して
いる．
４．結び
　本論文では，限界費用削減のためのR&D投資を国内公企業と外国私企業が第１段階で同時に行な
い，第２段階の最終財市場で両企業がクールノー競争を展開する場合と第２段階で公企業がリーダー
シップを取る場合の２つのSPNEの比較を行なった．そして純粋寡占の下で導かれる結果と混合寡占
の下で導かれる結果には明らかに相違があることが示された．一番興味深い結果は，パブリック・リー
ダーシップによってライバルの私企業の利潤が減少するのではなく，逆に増加し，しかも国内の厚生
（社会余剰）も同様に増加することである．このため両企業の間では公企業が最終財市場ではリーダー
シップを取ることについて暗黙の合意が成り立つことが予想される．他方，プライベート・リーダー
シップのときのSPNEはクールノー競争のときのSPNEと同じパフォーマンスをもたらす．これらの結
果は私企業が最終財市場でリーダーとして先手をとることは無いことを意味する．
　クールノー競争を含むSPNEとパブリック・リーダーシップを含むSPNEでのR&D投資の大小は
R&D投資成果のスピルオーバー率の大きさに依存するが，その産出量の大小はその率に依存しない．
小さなスピルオーバー率を除き，後者のSPNEでのR&D投資は前者のSPNEでのそれよりも大きくなる
が，産出量の大小比較では逆の結果となる．つまりR&D投資効率がパブリック・リーダーシップによっ
て低下することが導かれる．この双方の逆転現象は珍しい結果である．
　パブリック・リーダーシップが存在するときにも，クールノー競争と同様に，R&D投資結果のス
ピルオーバーがまったく存在しないときには，外国私企業は最終財市場から退出することになる．企
業の限界費用が産出量に対して一定であると仮定する，先行研究の結果と同じ結果が導かれる．
　全体的に言えることは，２つのSPNEを比較するとき，R&D投資を企業が行なうときの利潤及び国
内厚生に関する結果はそれがその投資をしないときの結果と基本的に同じである．ただ，異なる結果
はスピルオーバーがゼロのときに生じる．この点についてはこれまでの研究では触れられていない．
更に，R&D投資と産出量の関係に関しては興味深い結果が導かれた．
14　Matsumura and Tomaru（2012）はMatsumura（2003）と類似の結果を導いている．
混合複占，シュタッケルベルク・リーダーシップ及びR&D投資 189
参　考　文　献
Bernstein, J. I. and X. Yan, 1997, “International R&D Spillovers between Canadian and Japanese Industries,” Canadian Journal of 
Economics, 30 （2）, 276−291.
Block, C., 2013, “R&D Spillovers and Productivity: An Analysis of Geographical and Technological Dimensions,” Economics of 
Innovation and New Technology, 22（₅）, 447−460.
Bloom, N., M. Schankerman, and J. Van Reenen, 2013, “Identifying Technology Spillovers and Product Market Rivalry,” 
Econometrica, 81 （4）, 1347−1393.
Boardman, A. E. and A. R. Vining, 1989, “Ownership and Performance in Competitive Environments: A Comparison of the 
Performance of Private, Mixed, and State-Owned Enterprises,” Journal of Finance, 32 （1）, １−33.
d’Aspremont, C. and A. Jacquemin, 1988, “Cooperation and Noncooperative R&D in Duopoly with Spillovers,” American Economic 
Review, 78 （₅）, 1133−1137.
Delbono, F. and V. Denicolo, 1993, “Regulating Innovative Activity,” International Journal of Industrial Organization, 11 （1）, 35−
48.
De Fraja, G. and F. Delbono, 1989, “Alternative Strategies of a Public Enterprise in Oligopoly,” Oxford Economic Papers, 41 （2）, 
302−311.
De Fraja, G. and F. Delbono, 1990, “Game Theoretic Models of Mixed Oligopoly,” Journal of Economic Surveys, 4 （1）, 1−17.
Fjell, K. and J. S. Heywood, 2002, “Public Stackelberg Leadership in a Mixed Oligopoly with Foreign Firms,” Australian Economic 
Papers, 41 （2）, 267−281.
Fjell, K. and J. S. Heywood, 2004, “Mixed Oligopoly, Subsidization and the Order of Firm’s Moves: The Relevance of Privatization,” 
Economics Letters, 83 （₃）, 411−416.
Fjell, K. and D. Pal, 1996, “A Mixed Oligopoly in the Presence of Foreign Private Firms,” Canadian Journal of Economics, 29 （₃）, 
737−743.
Gil-Moltó, M. J., J. Poyago-Theotoky, and V. Zikos, 2011, “R&D Subsidies, Spillovers, and Privatizations in Mixed Markets,” 
Southern Economic Journal, 78 （1）, 233−255.
Goel, R. K. and S. Haruna, 2011, “Cost-Reducing R&D with Spillovers and Trade,” Journal of Institutional and Theoretical 
Economics, 167 （2）, 314−326.
Griliches, Z., 1992, “The Search for R&D Spillovers,” Scandinavian Journal of Economics, 94, S29−S47, Supplement.
Haruna, S., 2003, “Trade Policy under a Duopoly with R&D Spillovers,” International Economy, Screening Series, No. 8, ₃−22.
Haruna, S. and R. K. Goel, 2014a, “Mixed Oligopoly, Output Subsidy, R&D Investment, and Spillovers,” mimeo.
Haruna, S. and R. K. Goel, 2014b, “R&D Strategy in International Mixed Duopoly with Research Spillovers,” mimeo.
Haruna, S., N. Jinji, and X. Zhang, 2010, “Patent Citations, Technology Diffusion, and International Trade: Evidence from Asian 
Countries,” Journal of Economics and Finance, 34 （4）, 365−390.
Henriques, I., 1990, “Cooperation and Noncooperative R&D in Duopoly with Spillovers: Comment,” American Economic Review, 80 
（₃）, 638−640.
Heywood, J. S. and G. Ye, 2009, “Partial Privatization in a Mixed Duopoly with an R&D Rivalry,” Bulletin of Economic Research, 61 
（2）, 165−178.
Ishibashi, I. and T. Matsumura, 2006, “R&D Competition between Public and Private Sectors,” European Economic Review, 50 （6）, 
1347−1366.
Jaffe, A. B., 1986, “Technological Opportunity and Spillovers of R&D: Evidence from Firms’ Patents, Profits, and Market Value,” 
American Economic Review, 76 （₅）, 984−1001.
Keller, W., 2004, “International Technology Diffusion,” Journal of Economic Literature, 42 （₃）, 752−782.
Lopez-Garcia, P. and J. M. Montero, 2012, “Spillovers and Absorptive Capacity in the Decision to Innovate of Spanish Firms: The 
Role of Human Capital,” Economics of Innovation and New Technology, 21 （₇）, 589−612.
Matsumura, T., 2003, “Stackelberg Mixed Duopoly with a Foreign Competition,” Bulletin of Economic Research, 55 （₃）, 275−287.
Matsumura, T. and Y. Tomaru, 2012, “Market Structure and Privatization Policy under International Competition,” Japanese Economic 
Review, 2012, 63 （2）, 244−258.
Maurseth, P. and B. Verspagen, 2002, “Knowledge Spillovers in Europe: A Patent Citations Analysis,” Scandinavian Journal of 
Economics, 104 （4）, 531−545.
－39－
春　名　章　二190
Myles, G., 2001, “Mixed Oligopoly, Subsidization and the Order of firms’ Moves: An Irrelevance Result for the General Case,” 
Economics Bulletin, 12 （1）, 1−6.
Okuguchi, K., 2014, “Privatization in Stackelberg Mixed Oligopoly: A General Approach,” mimeo.
Pal, D., 1998, “Endogenous Timing in a Mixed Oligopoly,” Economics Letters, 61, 181−185.
Pal, D. and M. White, 1998, “Mixed Oligopoly, Privatization and Strategic Trade Policy,” Southern Economic Journal, 65 （2）, 264−
282.
Petit, M. L., F. Sanna-Randaccio, and R. Sestini, 2009, “Asymmetric Knowledge Flows and Localization with Endogenous R&D: A 
Dynamic Analysis,” Economic Modeling, 26 （2）, 536−547.
Poyago-Theotoky, J., 2002, “Mixed Oligopoly, Subsidization and the Order of Firms’ Moves: An Irrelevance Result,” Economics 
Bulletin, 12 （2）, 1−₅.
Spencer, B. J. and J. A. Brander, 1983, “International R&D Rivalry and Industrial Strategy,” Review of Economic Studies, 50 （163）, 
707−722.
Tomaru, Y. and M. Saito, 2010, “Mixed Duopoly, Privatization and Subsidization in an Endogenous Timing Framework,” Manchester 
School, 78 （1）, 41−59.
White, M. D., 1996, “Mixed Oligopoly, Privatization and Subsidization,” Economics Letters, 53 （2）, 189−195.
Zikos, V., 2007, “A Reappraisal of the Irrelevance Result in Mixed Duopoly: A Note on RD Competition,” Economics Bulletin, 12 （₈）, 
1−6.
－40－
春　名　章　二190
Myles, G., 2001, “Mixed Oligopoly, Subsidization and the Order of firms’ Moves: An Irrelevance Result for the General Case,” 
Economics Bulletin, 12 （1）, 1−6.
Okuguchi, K., 2014, “Privatization in Stackelberg Mixed Oligopoly: A General Approach,” mimeo.
Pal, D., 1998, “Endogenous Timing in a Mixed Oligopoly,” Economics Letters, 61, 181−185.
Pal, D. and M. White, 1998, “Mixed Oligopoly, Privatization and Strategic Trade Policy,” Southern Economic Journal, 65 （2）, 264−
282.
Petit, M. L., F. Sanna-Randaccio, and R. Sestini, 2009, “Asymmetric Knowledge Flows and Localization with Endogenous R&D: A 
Dynamic Analysis,” Economic Modeling, 26 （2）, 536−547.
Poyago-Theotoky, J., 2002, “Mixed Oligopoly, Subsidization and the Order of Firms’ Moves: An Irrelevance Result,” Economics 
Bulletin, 12 （2）, 1−₅.
Spencer, B. J. and J. A. Brander, 1983, “International R&D Rivalry and Industrial Strategy,” Review of Economic Studies, 50 （163）, 
707−722.
Tomaru, Y. and M. Saito, 2010, “Mixed Duopoly, Privatization and Subsidization in an Endogenous Timing Framework,” Manchester 
School, 78 （1）, 41−59.
White, M. D., 1996, “Mixed Oligopoly, Privatization and Subsidization,” Economics Letters, 53 （2）, 189−195.
Zikos, V., 2007, “A Reappraisal of the Irrelevance Result in Mixed Duopoly: A Note on RD Competition,” Economics Bulletin, 12 （₈）, 
1−6.
混合複占，シュタッケルベルク・リーダーシップ及びR&D投資 191
Mixed Duopoly, Stackelberg Leadership, and R&D Investment
Shoji Haruna
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Abstract
　In this paper I consider the performance of a mixed duopoly with R&D investment and its spillover. In 
particular, in order to investigate its performance I use both a two-stage game where a domestic public firm and 
a foreign private firm are involved in Cournot quantity competition in a final good market in a second stage and 
a three-stage game with public leadership where the public firm chooses its output in the second stage and then 
the private firm chooses its output in the third stage. Two subgame-perfect Nash equilibria of these games as to 
R&D, output, private profits and domestic welfare are compared. It is shown that domestic welfare and foreign 
private profits become larger in public leadership than in Cournot competition, different from the results derived 
in pure duopolies. I also find that whether R&D under Cournot competition is larger or smaller that in public 
leadership depends on the magnitude of spillovers: R&D gets smaller in public leadership than in Cournot 
competition when they are very small, and it gets larger in public leadership except for them. The public and 
private firms prefer public leadership to simultaneous moves in output.
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